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■■ インデックスインデックス

Ⅰ　Ⅰ　 20112011年年11月期第月期第22四半期決算総括四半期決算総括
　　　　　　　　　　　　　　（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野 弘）弘）

Ⅱ　Ⅱ　 20112011年年11月期第月期第22四半期業績レビュー四半期業績レビュー
　　　　　　　　　　　　　　（取締役　兼　常務執行役員　柴田　英夫）（取締役　兼　常務執行役員　柴田　英夫）

　　　　■　　　　■ 各指標の推移各指標の推移
　　　　■　　　　■ 20112011年年11月期第月期第22四半期四半期 業績の概況業績の概況

　　　　　　　　

Ⅲ　下期の取組みⅢ　下期の取組み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野 弘）弘）

　　　　■　　　　■ 下期の取組み下期の取組み
　　　　■　　　　■ 20112011年年11月期業績見通しと足元の状況月期業績見通しと足元の状況
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Ⅰ　Ⅰ　20112011年年11月期　第月期　第22四半期決算総括四半期決算総括
（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野 弘）弘）
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■■ 20112011年年11月期第月期第22四半期決算総括四半期決算総括

・各国の経済対策・各国の経済対策

・世界的な経済危機に底打ちの兆し・世界的な経済危機に底打ちの兆し

・欧州諸国の財政不安・欧州諸国の財政不安

・デフレ長期化等の下振れ懸念・デフレ長期化等の下振れ懸念

・厳しい経済環境・厳しい経済環境

経済状況経済状況

・在庫、販売価格調整の進行による市場回復傾向・在庫、販売価格調整の進行による市場回復傾向

・住宅ローン融資の緩和を目的としたフラット・住宅ローン融資の緩和を目的としたフラット3535SS制度制度

・住宅ローン減税拡充等の政策支援による・住宅ローン減税拡充等の政策支援による
　着工戸数及び契約率改善　着工戸数及び契約率改善

・雇用情勢及び所得環境は低水準を推移・雇用情勢及び所得環境は低水準を推移

・市場の本格的回復には、なお時間を要する・市場の本格的回復には、なお時間を要する

不動産業界不動産業界

平成平成2121年年　　 462,864462,864戸戸 平成平成2222年　年　450,438450,438戸（前年同期比　▲戸（前年同期比　▲2.72.7％）％）

全国新設着工戸数（全国新設着工戸数（11月～月～77月）月）

平成平成2121年　年　 　　　　19,53219,532戸戸 平成平成2222年年 25,53925,539戸（前年同期比　戸（前年同期比　 +30.8+30.8％）％）

首都圏戸建分譲着工戸数首都圏戸建分譲着工戸数



5

戸建分譲事業における戸建分譲事業における
在庫回転期間と在庫回転期間と
在庫水準の維持在庫水準の維持

商品力の更なる強化商品力の更なる強化

磐石な財務基盤の構築磐石な財務基盤の構築事業領域の整理・拡大事業領域の整理・拡大

■■ 20112011年年11月期第月期第22四半期決算総括四半期決算総括

適正利益の確保適正利益の確保

持続的かつ安定的な成長スキームの確立に向けて持続的かつ安定的な成長スキームの確立に向けて
大きな進捗と成果大きな進捗と成果

既存の経営資源を 大限に活用する事で既存の経営資源を 大限に活用する事で
事業シェアを拡大し収益の極大化を目指す事業シェアを拡大し収益の極大化を目指す

基本方針基本方針
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■■ 20112011年年11月期第月期第22四半期決算総括四半期決算総括

中間配当金　　中間配当金　　 1515円円

期末配当金期末配当金 　　 2525円（円（記念配当金記念配当金 1010円含む）円含む）

配当金（創立配当金（創立6060周年記念配当を含む）周年記念配当を含む）

年間配当金年間配当金 　　 4040円円

戸建住宅での収益率が、前年度同時期に比べ大幅に改善戸建住宅での収益率が、前年度同時期に比べ大幅に改善

売上高売上高 39,59139,591百万円百万円

経常利益　　　　　　　経常利益　　　　　　　3,2933,293百百万円万円

営業利益営業利益 3,8433,843百万円百万円

四半期純利益　　　　四半期純利益　　　　3,4443,444百万円百万円

当第当第22四半期累計期間業績（連結）四半期累計期間業績（連結）

（四半期ごとの成果）（四半期ごとの成果）
　　 第１四半期第１四半期

「経営改善策」「経営合理化策」の実施「経営改善策」「経営合理化策」の実施
とと高粗利率物件中心の販売高粗利率物件中心の販売を促進を促進

　　　　
　　　　 第２四半期第２四半期

仕入・販売バランスの調整・コスト低減・仕入・販売バランスの調整・コスト低減・
早期販売等により早期販売等により回転率・収益率を重視回転率・収益率を重視
した販売した販売を促進を促進
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■■ 20112011年年11月期第月期第22四半期決算総括四半期決算総括

回復した適正な在庫水準、借入額、資本回転率の維持とともに回復した適正な在庫水準、借入額、資本回転率の維持とともに
価格、快適性、資産性などあらゆる面での更なる商品の進化に努め価格、快適性、資産性などあらゆる面での更なる商品の進化に努め

持続的かつ安定的な成長スキームの確立を目指す持続的かつ安定的な成長スキームの確立を目指す

経営理念経営理念

「「良質廉価な住宅の供給」良質廉価な住宅の供給」

「「顧客第一主義」顧客第一主義」

「「事業を通じての社会への貢献」事業を通じての社会への貢献」

事業環境の変化を的確に捉え事業環境の変化を的確に捉え
業績の向上と事業の発展に努めて参ります業績の向上と事業の発展に努めて参ります
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Ⅱ　Ⅱ　20112011年年11月期第月期第22四半期業績レビュー四半期業績レビュー

（取締役　兼　常務執行役員　柴田英夫）（取締役　兼　常務執行役員　柴田英夫）

■各指標の推移■各指標の推移
■■20112011年年11月期第月期第22四半期四半期 業績の概況業績の概況
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■■ 各指標の推移各指標の推移

全国住宅着工戸数 462,864 戸 450,438 戸 -12,426 戸
国土交通省　建築着工統計
調査報告より

（1月～7月）

首都圏戸建分譲住宅着工戸数 23,033 戸 30,427 戸 7,394 戸
国土交通省　建築着工統計
調査報告より

（1月～7月）

首都圏マンション分譲住宅着工戸数 27,977 戸 24,580 戸 -3,397 戸
国土交通省　建築着工統計
調査報告より

（1月～7月）

当社戸建住宅の着工戸数 671 戸 1,647 戸 976 戸 前上期着工調整による影響 （1月～7月）

首都圏着工戸数シェア 2.6 % 5.2 % 2.6 % 前上期着工調整による影響 （1月～7月）

現場規模平均戸数 5.0 戸 5.6 戸 0.6 戸 今期着工した現場規模 （2月～7月）

平均土地面積 40.3 坪 39.4 坪 -0.9 坪 今期販売物件の平均土地面積 （2月～7月）

平均建物面積 29.9 坪 29.6 坪 -0.3 坪 今期販売物件の平均建物面積 （2月～7月）

自社販売比率（売上高） 44.4 % 52.5 % 8.1 % （2月～7月）

販売件数実績（戸建） 1,186 戸 952 戸 -234 戸
前上期在庫処分、在庫調整の反動
東京エリアの減少160戸

（2月～7月）

平均販売価格（戸建） 3,382 万円 3,223 万円 -159 万円
土地下落後の仕入物件の
販売寄与

（2月～7月）

販売件数実績（土地） 77 区画 152 区画 75 区画 条件付売地の増加 （2月～7月）

平均販売価格（土地） 3,175 万円 3,791 万円 616 万円 マンション用地の売却 （2月～7月）

販売件数実績（マンション） 122 戸 - 戸 -122 戸 前期で完成在庫完売 （2月～7月）

平均販売価格（マンション） 2,886 万円 - 万円 -2,886 万円 　　　　　〃 （2月～7月）

40歳未満顧客層 70.3 % 70.4 % 0.1 % （2月～7月）

09/7 10/7 増減 備考
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■■ 業績の概況◆業績の概況◆P/LP/L要旨（連結）要旨（連結）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 予想金額 差

売上高 47,347 100.0% 39,591 100.0% -7,756 - 37,120 2,471
　売上総利益 4,105 8.7% 7,429 18.8% 3,324 10.1P 6,240 1,189

販売費及び一般管理費 3,795 8.0% 3,585 9.1% -209 1.1P 3,800 -214
　営業利益 309 0.7% 3,843 9.7% 3,534 9.0P 2,440 1,403

営業外損益 -403 -0.9% -550 -1.4% -146 -0.5P -540 -10
　　経常利益 -94 -0.2% 3,293 8.3% 3,388 8.5P 1,900 1,393

四半期純利益 -130 -0.3% 3,444 8.7% 3,575 9.0P 1,670 1,774

増減 期首予想
（単位：百万円）

09/7 10/7

売上高の減少売上高の減少
　　　　　　　　　　▲▲7777億億5656百万円百万円

売上総利益の増加売上総利益の増加
　　　　　　　　　　 +33+33億億2424百万円百万円

販売管理費の減少販売管理費の減少
　　 ▲▲ 22億億 99百万円百万円

経常利益の増加経常利益の増加
　　　　 +33+33億億8888百万円百万円

四半期純利益の増加四半期純利益の増加
　　　　 +35+35億億7575百万円百万円

（単位：百万円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

売上高 15,871 100.0% 23,719 100.0% 7,848 -

売上総利益 3,136 19.8% 4,293 18.1% 1,156 -1.7P

販売費及び一般管理費 1,600 10.1% 1,985 8.4% 384 -1.7P

営業利益 1,536 9.7% 2,307 9.7% 771 0P

営業外損益 -275 -1.7% -274 -1.2% 1 0.5P

経常利益 1,260 7.9% 2,033 8.6% 773 0.7P

四半期純利益 1,410 8.9% 2,033 8.6% 623 -0.3P

増減
四半期（3ヶ月）

1Q 2Q
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■■ 業績の概況◆事業別・エリア別業績の概況◆事業別・エリア別 販売実績販売実績（前年同期比）（前年同期比）

エリア別　戸建住宅販売実績エリア別　戸建住宅販売実績

マンション事業の凍結マンション事業の凍結

総売上高総売上高
　　　　39,59139,591百万円百万円

　　　　　　減少の主な要因は減少の主な要因は
　　　戸建住宅の販売戸数の減少（▲　　　戸建住宅の販売戸数の減少（▲234234戸）戸）
　　　マンション事業の凍結（前年同期　　　マンション事業の凍結（前年同期122122戸販売）戸販売）

戸建住宅戸建住宅

　　累計販売戸数　　累計販売戸数　　39,00039,000戸達成戸達成

土地土地
　　マンション用地の売却マンション用地の売却
　　 建築条件付売地の増加　建築条件付売地の増加　++9696区画区画

マンションマンション
　　 前期下期より凍結前期下期より凍結

東京エリアの減少東京エリアの減少

マンション用地の売却マンション用地の売却

（連結ベース比較）

件数
金額

（百万円）
件数

金額
（百万円）

件数
金額

（百万円）

　戸建住宅 1,186 40,121 952 30,684 -234 -9,436
　土　　　地 77 2,444 152 5,762 75 3,317

（土地分譲） (62) (2,070) (41) (2,266) (-21) (196)
（建築条件付売地） (15) (374) (111) (3,496) (96) (3,121)

マンション 122 3,521 - - -122 -3,521
　計 1,385 46,087 1,104 36,447 -281 -9,640

948 2,808 1,860
206 221 15
105 113 7

47,347 39,591 -7,756

不 動 産
分譲事業

建築請負事業

不動産賃貸事業

合　計

増減

その他事業

10/709/7

件数
売上高

（百万円）
平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）

東京 446 17,937 4,021 286 10,758 3,761 -160 -7,178 -260
埼玉 334 8,695 2,603 295 7,825 2,652 -39 -869 49

神奈川 302 10,392 3,441 250 8,403 3,361 -52 -1,989 -79
千葉 104 3,095 2,976 121 3,696 3,055 17 601 78
合計 1,186 40,121 3,382 952 30,684 3,223 -234 -9,436 -159

09/7 10/7 増減
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■■ 業績の概況◆事業別・エリア別業績の概況◆事業別・エリア別 販売実績販売実績（四半期比）（四半期比）

エリア別　戸建住宅販売実績エリア別　戸建住宅販売実績

160160件の増加件の増加

東京エリアの増加東京エリアの増加

神奈川エリアの増加神奈川エリアの増加

マンション用地の売却マンション用地の売却

（連結ベース比較）

件数
金額

（百万円）
件数

金額
（百万円）

件数
金額

（百万円）

　戸建住宅 407 12,543 545 18,140 138 5,597
　土　　　地 65 2,171 87 3,590 22 1,418

（土地分譲） (23) (590) (18) (1,675) (-5) (1,084)
（建築条件付売地） (42) (1,581) (69) (1,915) (27) (334)

　計 472 14,715 632 21,731 160 7,015
989 1,819 830
111 109 -2

54 59 4
15,871 23,719 7,848

増減1Q 2Q

不 動 産
分譲事業

建築請負事業

不動産賃貸事業

四半期（3ヶ月）

その他事業

合　計

件数
売上高

（百万円）
平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）
件数

売上高
（百万円）

平均販売価格

（万円）

東京 112 4,085 3,647 174 6,673 3,835 62 2,587 187
埼玉 154 4,001 2,598 141 3,824 2,712 -13 -177 113

神奈川 75 2,463 3,284 175 5,940 3,394 100 3,476 110
千葉 66 1,993 3,020 55 1,703 3,096 -11 -290 76

計 407 12,543 3,081 545 18,140 3,328 138 5,597 246

増減1Q 2Q
四半期（3ヶ月）
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■■ 業績の概況◆販売費及び一般管理費業績の概況◆販売費及び一般管理費

（単位：百万円）

09/7 構成比
（％）

10/7 構成比
（％）

金額 構成比

3,795 100.0 3,585 100.0 -209 -
支 払 手 数 料 897 23.6 647 18.1 -249 -5.5P

広 告 宣 伝 費 646 17.0 439 12.2 -207 -4.8P

人 件 費 1,229 32.5 1,450 40.5 220 8.0P

そ の 他 1,022 26.9 1,048 29.2 26 2.3P

販売費及び一般管理費

（連結） 増減

販売戸数減少及び販売戸数減少及び
マンション事業凍結によりマンション事業凍結により

（単位：百万円）

1Q 構成比
（％）

2Q 構成比
（％）

金額 構成比

1,600 100.0 1,985 100.0 384 -
支 払 手 数 料 256 16.0 391 19.7 134 3.7P

広 告 宣 伝 費 210 13.2 228 11.5 17 -1.7P

人 件 費 624 39.0 825 41.6 200 2.6P

そ の 他 508 31.8 540 27.2 31 -4.6P

（連結） 増減

販売費及び一般管理費

四半期（3ヶ月）

}}
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■■ 業績の概況◆営業外損益業績の概況◆営業外損益

（単位：百万円）

09/7 10/7 金額

56 31 -25
460 581 120

支 払 利 息 407 405 -2
融 資 手 数 料 1 138 136
そ の 他 50 37 -13

営 業 外 費 用

（連結） 増減

営 業 外 収 益

営業外費用の増加営業外費用の増加　　　　　　　　　　120120百万円（前年同期比百万円（前年同期比+26.3+26.3％％))
　　・・借入平均残高（当第借入平均残高（当第22四半期連結累計期間）四半期連結累計期間）

　　　　　　　　　　　　　　27,53427,534百万円（前年同期比　　▲百万円（前年同期比　　▲2,0322,032百万円）百万円）

　　・平均借入利率・平均借入利率

　　　　　　　　　　　　　　2.962.96％（前年同期比　　％（前年同期比　　+0.18+0.18PP））

　　　　　　　　→　　　　　　　　→業績回復に伴う調達金額の拡大業績回復に伴う調達金額の拡大

経常利益（当第経常利益（当第22四半期連結累計期間）四半期連結累計期間）

　　　　3,2933,293百万円百万円

特別損益特別損益　　　　　　　　　　　　　　

　　　　特別利益特別利益　　　　　　　　　　5757百万円百万円

　　　（受取和解金　　　　　（受取和解金　　5555百万円）百万円）

　　特別損失　　　　　　特別損失　　　　100100百万円百万円

　　　（減損損失　　　　（減損損失　 　　　　7676百万円）百万円）

（単位：百万円）

1Q 2Q 金額

15 15 0
291 290 -1

支 払 利 息 180 224 43

融 資 手 数 料 100 38 -62

そ の 他 9 27 17

増減
四半期（3ヶ月）

（連結）

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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■■ 業績の概況◆業績の概況◆B/SB/S要旨（連結）要旨（連結）

（単位：百万円）

10/1 10/7 増減 10/1 10/7 増減

流動資産 44,335 57,310 12,974 流動負債 30,078 39,614 9,536
現金及び預金 11,835 12,953 1,118 支払手形及び営業未払金 6,691 9,143 2,451
販売用不動産 4,956 4,982 26 短期借入金（注） 21,893 28,832 6,938
仕掛販売用不動産 23,067 32,575 9,507 未払法人税等 43 75 31
未成工事支出金 2,372 4,299 1,927 その他 1,449 1,564 114
原材料及び貯蔵品 32 26 -5 固定負債 3,188 2,981 -207
その他 2,071 2,472 400 負債合計 33,267 42,595 9,328

固定資産 16,291 15,688 -603
有形固定資産 15,118 14,506 -612 10/1 10/7 増減

無形固定資産 293 261 -32 資本金 7,809 7,809 -
投資その他の資産 879 921 41 資本剰余金 8,101 8,101 -

資産合計 60,627 72,998 12,371 利益剰余金 11,271 14,312 3,040
その他 177 180 2
純資産合計 27,360 30,402 3,042
負債・純資産合計 60,627 72,998 12,371
自己資本比率 45.1% 41.6% -3.5P
（注）　短期借入金には１年内返済予定の長期借入金が含まれております。

科　　　目 科　　　目

科　　　目

総資産総資産

　　仕掛販売用不動産の増加等により、仕掛販売用不動産の増加等により、+12,371+12,371百万円百万円

総資産に占める有利子負債の割合総資産に占める有利子負債の割合

　　前期末前期末　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39.139.1％％

　　当第当第22四半期連結会計期間末四半期連結会計期間末 　　　　　　　　41.741.7％％
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■■ 業績の概況◆完成在庫の販売状況業績の概況◆完成在庫の販売状況（戸建）（戸建）

60期2Q末在庫
在庫数（戸）

58期以前仕入契約 25
59期仕入契約 605
60期仕入契約 1,664

1,378

-

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

第59期上期 第59期下期 第60期上期 第60期下期（予想）

引渡し可能戸数

期中完成品
期首完成済在庫
戸建販売戸数
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Ⅲ　下期の取組みⅢ　下期の取組み

（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野（代表取締役社長　兼　社長執行役員　西野 弘）弘）
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マンションマンション 約約50,00050,000戸戸

戸建住宅戸建住宅 　　 約約50,00050,000戸戸

マンションマンション 　　 約約40,00040,000戸戸

戸建住宅戸建住宅 約約41,00041,000戸戸

■■ 下期の取組み◆下期の取組み◆新築戸建分譲分野における市場環境新築戸建分譲分野における市場環境

【首都圏住宅着工統計の推移】【首都圏住宅着工統計の推移】

参照：国土交通省　建築着工統計調査報告書参照：国土交通省　建築着工統計調査報告書

平成平成2121年度年度

着工実績着工実績

平成平成2222年度年度

着工見通し着工見通し

マンション　　マンション　　 約約80,00080,000戸戸

戸建住宅　戸建住宅　 　　 約約50,00050,000戸戸

適正価格で新規物件を供給できる企業は、適正価格で新規物件を供給できる企業は、
今年度の好業績が見込まれる今年度の好業績が見込まれる

マンションマンション
需要需要

マンションマンション
供給量供給量

マンションマンション
需要の一部需要の一部

戸建住宅戸建住宅
需要需要

中古マンション中古マンション
需要需要

平成平成2222年度における首都圏のマンション分譲は、需要が供給予想を上回る見通し年度における首都圏のマンション分譲は、需要が供給予想を上回る見通し

首都圏におけるマンション需要の一部は、昨年同様に戸建住宅と中古マンションへ流れる予想首都圏におけるマンション需要の一部は、昨年同様に戸建住宅と中古マンションへ流れる予想
首都圏における戸建住宅の需給バランスは、引続き需要の方が多い状態が続く見通し首都圏における戸建住宅の需給バランスは、引続き需要の方が多い状態が続く見通し

■■首都圏の新築分譲住宅首都圏の新築分譲住宅

年間需要年間需要

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
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（戸）

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000
（戸）

分譲計

分譲マンション
分譲一戸建
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■■ 下期の取組み下期の取組み◆住宅業界に関する政策と消費者動向◆住宅業界に関する政策と消費者動向

住宅取得資金の贈与による非課税枠の拡大住宅取得資金の贈与による非課税枠の拡大

　　父母や祖父母からの住宅取得資金のうち非課税となる金額（非課税限度額）が増額父母や祖父母からの住宅取得資金のうち非課税となる金額（非課税限度額）が増額

　　 ⇒⇒ 500500万円から万円から1,5001,500万円（平成万円（平成2323年分は年分は1,0001,000万円）に増額万円）に増額

住宅ローン減税制度の継続住宅ローン減税制度の継続

　　年末時の住宅ローン残高の一定割合を所得税（一部住民税）から控除される年末時の住宅ローン残高の一定割合を所得税（一部住民税）から控除される

　　 ⇒⇒適用期限：適用期限：20132013（平成（平成2525年）年年）年1212月月3131日まで延長日まで延長

住宅ローン融資緩和を目的としたフラット住宅ローン融資緩和を目的としたフラット3535SS
　　購入する住宅が「省エネルギー性」「耐震性」「バリアフリー性」「耐久性・可変性」の購入する住宅が「省エネルギー性」「耐震性」「バリアフリー性」「耐久性・可変性」の

　　 いずれか１つの基準を満たせば、フラットいずれか１つの基準を満たせば、フラット3535の当初の当初1010年間、金利を年間、金利を11％引き下げ％引き下げ　　

　　 ⇒⇒【【フラットフラット3535】の借入金利を当初】の借入金利を当初1010年間年間11％引き下げ％引き下げ

住宅エコポイント住宅エコポイント
　　エコ住宅を新築された方やエコリフォームをされた方に対して一定のポイントを発行しエコ住宅を新築された方やエコリフォームをされた方に対して一定のポイントを発行し

　様々な商品との交換や追加工事の費用に充当できる　様々な商品との交換や追加工事の費用に充当できる

　　⇒⇒エコ住宅の新築に対してエコ住宅の新築に対して11戸あたり戸あたり3030万ポイント付与万ポイント付与　　　　　　

住宅購入促進策の拡大住宅購入促進策の拡大

潜在顧客が潜在顧客が

積極的に積極的に

住宅購入に動く住宅購入に動く

住宅購入住宅購入

促進策の拡大促進策の拡大

消費者の消費者の

購買意欲を刺激購買意欲を刺激
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■■ 下期の取組み◆基幹事業下期の取組み◆基幹事業

戸建分譲事業における在庫回転期間の継続と適正粗利の確保戸建分譲事業における在庫回転期間の継続と適正粗利の確保

土地仕入と販売のバランスを常に監視土地仕入と販売のバランスを常に監視

適正な在庫水準の維持適正な在庫水準の維持

仕入決済後８ヵ月以内の早期販売を徹底仕入決済後８ヵ月以内の早期販売を徹底

仕入の厳選と建物原価の抑制を継続仕入の厳選と建物原価の抑制を継続

　当初計画を上回る粗利率を維持　当初計画を上回る粗利率を維持

　　　　　エコポイント対応による原価　　　　　エコポイント対応による原価UPUPはほとんどなしはほとんどなし

　　　　　着工前契約が多く、値引契約が少ない　　　　　着工前契約が多く、値引契約が少ない

要因要因

要因要因

商品力の更なる強化商品力の更なる強化

従来どおり「住宅性能表示制度」は、設計および建設住宅性能評価書で全棟取得従来どおり「住宅性能表示制度」は、設計および建設住宅性能評価書で全棟取得

20102010年年33月着工分より全棟「住宅エコポイント」対応月着工分より全棟「住宅エコポイント」対応

環境共生住宅はパネル工法に加え、木造軸組み工法でもシステム認定環境共生住宅はパネル工法に加え、木造軸組み工法でもシステム認定

　　 　　平成平成2121年度、「環境共生住宅（システム供給型）」の供給ランキング全国第年度、「環境共生住宅（システム供給型）」の供給ランキング全国第 3 3 位位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（（財）建築環境・省エネルギー機構調べ）　（（財）建築環境・省エネルギー機構調べ）

現在、ほぼ現在、ほぼ100%100%の在庫がの在庫が

この条件下で販売この条件下で販売

高い粗利率を維持高い粗利率を維持
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■■ 下期の取組み◆他事業領域の展開下期の取組み◆他事業領域の展開

当期中に新たに当期中に新たに 銀行銀行2 2 行と取引再開行と取引再開

磐石な財務基盤の構築磐石な財務基盤の構築

現在の販売能力にあった仕入戸数の資金枠をほぼ確保現在の販売能力にあった仕入戸数の資金枠をほぼ確保

請負建築事業請負建築事業

法人請負法人請負

商品・アフター体制に高評価、リピート含め安定的な収益が見込まれるレベル商品・アフター体制に高評価、リピート含め安定的な収益が見込まれるレベル

個人請負個人請負

「趣暮」にちなんだ生活シーン、エッジの立ったコンセプト、ムダをそぎ落とした低価格のパターン注文住宅の展開準備「趣暮」にちなんだ生活シーン、エッジの立ったコンセプト、ムダをそぎ落とした低価格のパターン注文住宅の展開準備

戸建賃貸・アパートの契約過程で多くの知見を得る。知見を活かした営業スキームと商品を投入予定戸建賃貸・アパートの契約過程で多くの知見を得る。知見を活かした営業スキームと商品を投入予定

資産運用提案資産運用提案

1010年点検のタイミングで受注した外壁塗装、リフォーム工事が好評年点検のタイミングで受注した外壁塗装、リフォーム工事が好評

お客様からのクチコミをきっかけに受注が拡大お客様からのクチコミをきっかけに受注が拡大

中古領域：子会社ティ・ジェイホームサービス中古領域：子会社ティ・ジェイホームサービス

ストックビジネスではストックビジネスでは

「丁寧な仕事と密なコミュニケーション」が重要「丁寧な仕事と密なコミュニケーション」が重要

中古請負リフォーム中古請負リフォーム

売り物件情報確保がポイント売り物件情報確保がポイント

既に来期用の土地仕入を開始既に来期用の土地仕入を開始

既存の取引金融機関から積極的な調達枠増加既存の取引金融機関から積極的な調達枠増加

⇒⇒ 仲介会社との連携が非常に重要仲介会社との連携が非常に重要
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■■20112011年年11月期　通期業績見通しと足元の状況月期　通期業績見通しと足元の状況

契約件数　契約件数　741741件件
売売 上上 高　高　261261億億7373百万円百万円

戸建戸建

契約件数　契約件数　102102件件
売売 上上 高　高　 2929億億9393百万円百万円

土地土地

足元の状況足元の状況足元の状況
（単体ベース　平成（単体ベース　平成2222年年88月月11日から日から平成平成2222年年99月月2121日現在までの契約済・契約予定数）日現在までの契約済・契約予定数）

※上期実績、通期予想（発表数値）を元に、下期数値を記載しております。※上期実績、通期予想（発表数値）を元に、下期数値を記載しております。

（単体） （連結） （単位：百万円）
上期実績 下期予想 通期予想 上期実績 下期予想 通期予想

売 上 高 38,657 45,460 84,120 売 上 高 39,591 45,850 85,440
売上原価 31,409 38,330 69,740 売上原価 32,161 38,580 70,740

売上総利益 7,248 7,130 14,380 売上総利益 7,429 7,270 14,700
販売費及び一般管理費 3,477 4,090 7,570 販売費及び一般管理費 3,585 4,230 7,820

営業利益 3,771 3,040 6,810 営業利益 3,843 3,040 6,880
営業外損益 -547 -440 -990 営業外損益 -550 -450 -1,000

経常利益 3,223 2,600 5,820 経常利益 3,293 2,590 5,880
当期純利益 3,401 2,270 5,670 当期純利益 3,444 2,270 5,710

戸建住宅（戸） 1,104 1,378 2,482
売上総利益率（％） 18.8 15.7 17.1

上期業績を加えた売上高は、通期業績予想に対して、上期業績を加えた売上高は、通期業績予想に対して、8080％を進捗％を進捗
**足元の契約予定を踏まえて算出しております足元の契約予定を踏まえて算出しております
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お問い合わせ先お問い合わせ先

株式会社東栄住宅　株式会社東栄住宅　総務部ＩＲ課総務部ＩＲ課

TELTEL　　042042--463463--88458845　　FAXFAX　　042042--450450--09170917

Touei Housing Corporation Touei Housing Corporation 

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の
業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであります。将来の
業績は、経営環境等の変化に伴い、目標対比変化し得ることにご留意ください。
また、投資判断の参考となる情報の提供を唯一の目的としたもので、投資勧誘を目
的として作成したものではありません。

証券コード：証券コード：88758875
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■ご参考■ご参考

企業の森事業へ参画企業の森事業へ参画

「企業の森」は、東京都の「花粉の少ない森づくり運動」の試みとして、花粉を多く発生する「企業の森」は、東京都の「花粉の少ない森づくり運動」の試みとして、花粉を多く発生する
多摩地域の樹齢多摩地域の樹齢3030年以上のスギを、花粉の少ないスギや広葉樹に植替え植樹していく活動です。年以上のスギを、花粉の少ないスギや広葉樹に植替え植樹していく活動です。
**不動産業界から当財団が推進する「企業の森」事業へ参画する企業は、当社が初めてのケースです。不動産業界から当財団が推進する「企業の森」事業へ参画する企業は、当社が初めてのケースです。

■企業の森とは？■企業の森とは？

■■99月月1818日（土）　植樹会の様子日（土）　植樹会の様子

■詳細■詳細URLURL
http://www.http://www.toueitouei.co..co.jpjp/news//news/kigyounomorikigyounomori.html.html

この森は、「人を幸せにする住まいづくりを通じて、潤いのある暮らしと豊かな社会の発展に貢献する」この森は、「人を幸せにする住まいづくりを通じて、潤いのある暮らしと豊かな社会の発展に貢献する」
という経営理念に基づき、地球環境保護のため社員の手によって植林し育てています。という経営理念に基づき、地球環境保護のため社員の手によって植林し育てています。


